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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．審査経過
　2017年11月30日に、大北氏より博士学位申請論文が提出され、同年12月６日の本学研究科委員会において、
審査手続を開始することが了承された。その後、本学学位規定等にもとづいて、2018年１月31日に、３名の
審査委員による公開の口頭試問を実施した。この口頭試問においては、申請者である大北由恵氏から、あら
ためて本論文の問題意識および論文内容の概略について説明されたうえで、審査委員と大北氏との間で本論
文に関する質疑応答があった。
２．総合的評価
　我が国においては、判断能力が不十分とされる者については、カテゴリカルに不法行為責任が免除され、
代わりに監督義務者が責任を負うという責任構造を有しているが、近年、責任能力の問題が具体的な過失判
断と重複する最高裁判決が出されており、その責任構造に「ゆらぎ」がみられる。他方、アメリカ法におい
ては、一般的に個々の具体的状況における客観的な注意義務の措定およびその違反の有無が、ネグリジェン
ス責任の認定基準とされている。本論文は、未成年者や精神疾患者およびこれらの者と密接な関係にある者
が、いかなる根拠にもとづいていかなる場合にネグリジェンス責任を負うのかという問題意識から、ネグリ
ジェンス認定に関する一般的基準の内容とその変遷、判断能力の不十分な者がネグリジェンス責任を問われ
た判例の理論動向、各州の制定法の動向と根拠、最新の神経科学がネグリジェンス認定に与える影響などを、
総合的に検討するものである。これまで我が国において、アメリカの未成年者が他人に損害を与えた場合に
おける未成年者本人または親の責任について紹介した研究は散見されるが、アメリカ法におけるネグリジェ
ンス責任の基本概念を明らかにしたうえで、判断能力の不十分な者の不法行為責任を、神経科学の知見を含
めて総合的に分析し、ネグリジェンス責任を負うとする根拠およびその認定基準を明らかにした先行研究は
存在せず、その内容と手法において、独創性、新規性に富む研究であるということができる。
　本論文の意義として第一に指摘することができるのは、本論文が扱うテーマの現代的重要性である。上述
したとおり、我が国では、平成27年４月にいわゆるサッカーボール事件最高裁判決が、平成28年３月には
JR 東海事故最高裁判決が下され、加害者の判断能力と不法行為責任をめぐる理論が大きな注目を集めてい
る。従来、未成年者や精神疾患者等、いわゆる責任能力を有しない者の不法行為責任を免除する一方で、そ
の監督義務者が事実上の無過失責任を負うと考えられてきたところ、上述の最高裁判決では、民法714条に
もとづく監督義務者の責任を限定的に解し、具体的な過失の有無の判断に近接したと評価することもでき
る。そうであるとすれば、従来カテゴリカルに責任能力が否定されてきた場合において、加害者本人または
これと一定の関係にある者の具体的かつ客観的な過失の評価が問題となる可能性が考えられる。立法論はと
もかく、不法行為責任構造が異なるアメリカ法の内容が、直ちに我が国の不法行為法に妥当するものでない
かもしれない。しかしながら、超高齢化社会が目前に迫り、また、核家族化等の家族形態の変容がみられる
中で、今後ますます認知症等を患った高齢者の不法行為が増加することが予想される。また、精神疾患者の
ノーマライゼーションが叫ばれている状況では、本人が当然に免責され、その代わりにいわゆる監督義務者
が代位責任を負うという考え方は再構築を迫られているといえる。さらに、親子関係に関しても決して一様
ではなく、家庭環境、未成年者の年齢、自立状況は多様であり、未成年者のいわゆる事理弁識能力も個人に
よって異なっていると考えられる。離婚および再婚が増えた場合には、親子関係のあり方は、さらに多様化
すると予想される。我が国におけるこのような事情に鑑みて、加害者の判断能力が不十分であったとしても、
客観的合理人の基準にもとづいて不法行為責任の有無を判断するアメリカ法の背景、理論動向、政策的根拠
および医学的知見の導入の影響を明らかにすることは、加害者の不法行為責任を、いかなる根拠でいかなる
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場合に認定していくかを検討する際に、大変貴重な示唆を与えるものである。その意味では、本論文が扱う
テーマは、高齢化社会または現代社会における最重要課題の一つといっても過言ではない。
　第二の注目すべき特徴として、外国法研究としての緻密さを挙げることができる。本論文では、アメリカ
法における一般のネグリジェンス責任の認定基準をめぐる歴史および現代的展開の状況を丹念に辿ったうえ
で、未成年者および精神疾患者が故意または過失により他人に損害を与えた場合における不法行為責任につ
き、相当数の判例、第１次から第３次不法行為法リステイトメントに至るまでの理論動向、各州の制定法お
よび多様な学説が、細部にわたって入念に分析されている。すなわち、アメリカ不法行為法に関する我が国
の先行研究のいずれをも上回る緻密さ、詳細さをもって分析がされているが、他方で、個別の判例や各州の
特殊性のみに捕らわれることなく、アメリカ法の全体的な理論動向を抽出するという作業も行っており、外
国法研究の分析として、絶妙なバランスが取れている。多様な内容をもつアメリカ法を、個別に詳細な検討
を加えながらも、全体的な理論動向を見失わずに分析する手法は鮮やかというほかない。本論文は、英米不
法行為法研究に対して極めて大きな貢献をしていると評価することができる。
　第三の意義は、多角的な視点による総合的な検討がされている点である。本論文は、未成年者、精神疾患
者またはこれと一定の関係にある者のネグリジェンス認定の基準、考慮要素およびその根拠につき、アメ
リカ法（州法）の多様性を考慮しつつ、一般のネグリジェンス責任の歴史的展開および機能との関連性、刑
事責任との異同、病院や施設に入院している患者の特質等、多面的な視点または考慮にもとづいて、明らか
にしている。特筆すべきは、アメリカにおける最先端の神経科学（neuroscience）の内容を精査したうえで、
精神疾患者のネグリジェンス責任の認定において、この分野の知見の有用性およびその限界を示したことで
ある。我が国においても今後、精神疾患者の不法行為責任の有無およびその範囲を判断する際に、有力な証
拠の一つとして神経科学の知見が導入される可能性は高く、本研究が実務的価値をも有するということがで
きる。
　とはいえ、本論文にも課題は残る。例えば、我が国の不法行為法における責任能力と過失を分けて考える
構造と、アメリカ法のネグリジェンス責任の認定方法との違いについて、より詳細な分析、解説がされてい
れば、我が国の不法行為法研究者にとっては、より有用な研究となったであろう。また、未成年者と精神疾
患者の性質の異同をふまえたうえで、両者に対して同じ基準にもとづいてネグリジェンスを認定するべきか
どうか、その評価について十分な検討がされているとはいえない。さらに、アメリカにおける家族関係の特
質、保険制度を含めた被害者救済のあり方という視点からの分析が不足しており、今後の課題として残され
ている。
　しかしながら、本論文におけるこのような課題の存在を考慮しても、全体としてみれば、本論文の学術的
価値に対する評価は、いささかも減じられることはないというべきである。
　なお、本論文の一部については、法学部研究会での報告を終了し、「アメリカ法における精神疾患者の不
法行為責任」と題して、本学の紀要である法と政治62巻２号に掲載される予定である。
３．結論
　上述したように、本論文の内容および手法の独創性、新規性、扱うテーマの重要性、詳細な外国法研究と
しての価値、そして多角的・総合的な分析がされているという点に鑑みて、本論文の学術的価値は高いと評
価することができる。すなわち、本研究科の「課程博士に関する内規」において規定されている「研究者と
して期待される独創的な研究成果」に該当するものであるといえる。
　また、2018年１月31日に実施された口頭試問において、本研究の意義、アメリカ法の内容、日本法に対す
る示唆等について審査委員からそれぞれ質問がされたが、申請者本人から適切かつ十分な回答・説明がされ、
有益な議論が展開された。
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　したがって、本審査委員会は全員一致で、本論文が博士学位（甲号、いわゆる課程博士学位）の申請論文
としての水準を十分に満たす研究業績であるとの結論に達したので、ここに報告する。
